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自己紹介
1963年 鹿児島県生まれ

2011～2024年3月まで国立環
境研究所資源循環領域長、現
在フェロー

専門は、資源循環・廃棄物管
理、工学博士（京都大学・衛
生工学）

資源循環・廃棄物分野全般を
研究、原発事故以降は、放射
能による環境汚染からの回復
に関する研究に従事

廃棄物資源循環学会 前会長
環境放射能除染学会 理事長 2
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日本は多分別を前提にしたシステム

例：北九州市における分別区分

課題：高い収集運搬コスト、将来の高齢化社会において持続可能か？
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諸国の都市ごみリサイクル率

欧州に合わせて補正した日本
のリサイクル率は40％程度

民間回収分などを考慮

出典：環境省資料
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ドイツとの比較（ドイツのごみ箱）

Packaging waste Paper waste Bio waste Residual waste

Provided by Dr.Kawai
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ドイツのデポジットシステムにおける
ペットボトル回収機

ミュンヘン空港内のペットボトル回収機
（寄附用）（筆者撮影、2023年10月）

１本あたりリファンド額 0.25€＝約45円
１ユーロ＝179円（2025.11.17現在）

フランクフルトのスーパーマーケット（REWE）
にある回収機（筆者撮影、2025年11月）
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ドイツの処理方法別割合

緑：古紙
黄：容器包装
茶：有機ごみ
灰：燃やすごみ

（有機ごみ堆肥化・メタン
発酵含む：約20％）
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欧州の容器包装（紙パック含む）ごみの標準
的な処理フロー

破袋 磁選

渦電流

近赤外線

バリスティック選別

近赤外線

近赤外線

近赤外線

ベール化
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ドイツの分別と処理フロー

Packaging waste Paper waste Bio waste

Glass waste

焼却処理

Residual waste

機械的生物的処理（MBT）
(Mechanical Biological Treatment)

RDF

マテリアルリサイクル

製紙ボイラ利用&
セメント利用

堆肥化or バイオガス化

Provided by Dr.Kawai

マテリアルリサイクル
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ドイツにおける機械的・生物的処理施設（MBT）

Waste pit
ごみピット

Bio-drying process
生物乾燥

Secondar crusher（45 mm）
二次破砕

Specific gravity separator
(inside)
比重選別

RDF (Refuse Derived Fuel)
固形燃料化

Primary crusher（200 mm）
一次破砕

Provided by Dr.Kawai
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日欧の都市ごみ処理の現況比較

（日本）

➢ 焼却中心のシステム

➢ 発生源における徹底した
多分別 (生ごみを除く)

（欧州）

➢ 適度な分別

➢ 徹底した大規模機械選別
（ソーティングセンター）

➢ 有機ごみの分別リサイクル
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日本の都市ごみ処理の推移

Packaging Recycling Law 
容器包装R法制定

（1995）

Sound Material 
Circulation Law 
循環法制定
（2000）

Food Recycling Law 
食品R法施行
（2001）



13

ドイツのごみ処理の推移とEU政策動向

廃棄物枠組み
指令改正
(1991)

包装
指令
(1994)

埋立
指令
(1999)

エコデザイ
ン指令
(2005)

循環経済パッケー
ジ & アクションプ
ラン (2015)

改正枠組み指
令、改正包装
指令 & 改正埋
立指令,
プラスチック
戦略(2018)

EU 
Policy
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近年における欧州の政策展開

改正埋立指令 (Directive (EU) 2018/850)
EU加盟国は2035年までに埋立率を10％未満にするための措置をとらなけ
ればならない

改正廃棄物枠組み指令 (Directive (EU) 2018/851)
都市ごみのリサイクル率の目標値を設定：55% by 2025, 60% by 2030, and 
65% by 2035. EU加盟国は有機ごみの分別収集を2023年末までに確保

新循環経済アクションプラン(2020)
EUは2030年までに都市ごみの残渣ごみ（焼却対象）半減を目標

焼却税
オランダ、スウェーデン、ノルウェーなどの北欧諸国は2020年からリサ
イクル促進を目的とする焼却税を導入



2025 2030 2035

都市ごみのリユース・
リサイクル率

55% 60% 65%

埋立率 10%

すべての容器包装のリ
ユース・リサイクル率

65% 70%

プラスチック容器包装
のリユース・リサイク
ル率

50% 55%

15

EUの高い目標値の義務化

その他、有機ごみの分別収集を2023年末までに確保
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なぜ日欧の大きな相違があるのか？

法制度的側面: 
高い数値目標の義務化、経済的インセン
ティブ施策（焼却税等）などの強制的な
トップダウンアプローチ.

技術的側面: 
焼却処理が少なく円滑にリサイクル重視の
技術システムに移行。コスト効率の追求。
埋立指令により焼却処理の代替として機械
的生物的処理の導入、有機ごみの分別・堆
肥化・バイオガス化

法制度的側面: 
数値目標が義務化されず、個々の自治体
の責任・決定権に委ねられる.
国の循環交付金による誘導、広域化・集
約化計画が必ずしも機能せず

技術的側面: 
焼却中心の処理システムで施設寿命が40
年程度と長く、一旦整備するとそのシス
テムが継続される。リサイクルシステム
の効率化が進まず、コストが高い。
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循環経済（サーキュラーエコノミー）に向けた国の戦略

的取組みの動向と日本型システムとは？

～プラスチックリサイクルを中心に～
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プラスチックの一括回収（仙台市の例）

20



一括回収プラの選別施設の例（㈱富山環境整備）

出典：環境省HP、中央環境審議会循環型社会部会資料（2023.8）21
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㈱レゾナックによる廃プラのガス化による
ケミカルリサイクル



ネットワーク型のプラスチックRシステム

23
出典：J＆T環境㈱講演資料、https://www.pref.kanagawa.jp/documents/119664/04_jt.pdf



川崎市との再商品化スキーム

24
出典：J＆T環境㈱講演資料、https://www.pref.kanagawa.jp/documents/119664/04_jt.pdf



Jサーキュラーシステムの施設
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廃プラストックヤード選別施設の一部

軽量物のベール品

PP選別品

混入している異物



日本型（発生源分別活用）の一廃と産廃連携による
MSWMシステムの長期ビジョンとは？（私案）

用途別供給者用途別供給者

ビン・缶・PET
・古紙・古布有機

容器包装プラ
＋製品プラ

不燃・粗大 可燃

一廃系分別回収システム（広域的に自
治体・事業者資源回収拠点とも連携）

プラ系大規模
選別センター
（洗浄含む）

産廃系（事業系）
分別プラ

焼却ER／SRF
化／CCU

バイオガス化
・残渣肥料化

有機系産廃
（事業系含）

少量・高品質 多量・中品質

広域的なネットワーク型官民連携システム

マテリアルR・ケミカルR

26

エネルギー利用／カー
ボンサイクル（CCU）

選別回収

埋立

分散型システム 集約型システム
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日本の資源循環政策に係る制度的流れ
～動静脈連携に向けて～

28

資源有効利用促進法

廃棄物処理法
規制緩和（再生利用認
定制度、広域認定制度、
再生利用指定制度）

個別リサイクル法

（容器包装・家電・自
動車・食品・建設・小
家電・（太陽光パネル）

循環型社会形
成推進基本法

再資源化事業
高度化法

資源循環

ネットワーク拠
点形成構想

プラスチック
資源循環法

グリーン購入法

再生資源利用
促進法

エコタウン

改正資源有効利用促進法

需要促進策の強化

供給促進策の強化
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ドイツの小売業における再生材利用容器の数々
～小売り・流通業界の静脈産業へのコミットメント～

大手小売り企業のSchwaltzが廃棄物事業者Prezeroを傘下に
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容器包装系の日欧のリサイクル技術システム（概念図）

１次処理

２次処理
（洗浄含む）

ｺﾝﾊﾟｳﾝﾀﾞｰ

製品製造

マテリサ ケミリサ エネ回収 マテリサ ケミリサ エネ回収

品質
（純度）

高PET PET

PET PET PP PEHDPE

発生源多分別・自治体回収（個別少量）
適度な分別・効率的DSD等回収システム
（中継輸送による集約）

ｿｰﾃｨﾝｸﾞｾﾝﾀｰ

【日本のシステム】 【ドイツのシステム】

➢ 日本は容リ法に基づく一廃主体の自治体ごとの個別になっており、発生源分別による
品質が生かされず、需要けん引が弱い不効率なシステム。

➢ ドイツは、規制が影響して需要けん引となっており、用途に応じた質と量を確保する
ための回収とリソーシングネットワークが形成され、経済効率性を高めている。
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日独の容器包装系プラ費用負担とインセン
ティブシステム

ドイツ日本

収集運搬・
選別保管費
市町村負担

再商品化実施委託単価
特定事業者負担

58,000円/t*1

85,000円/t*2

※２出典：名古屋市データ（2023年度）

※１出典：日本容器包装リサイクル協会（2023年度）

※４ https://jsberatung.com/verpackungsgesetz/ueberblick-duales-
system-kosten-preise-preisvergleich/duales-system-deutschland-
verpackungsverordnung/

143,000円/t

70,600円/t*3

DSDシステム
ライセンス
事業者負担

※３資料※４に基づき800€/tと設定。これを150円/€で換
算し、販売力平価（PPP）を考慮して1.7で除した数字

日本：容器包装リサイクル法に基づき、市町村と
特定事業者が応分の負担。食品製造メーカー・容
器製造メーカー等の特定事業者には、容器重量に
応じた費用負担であり、再生材利用などのインセ
ンティブがかかりにくい

ドイツ：DSDシステムを担う10団体（2024時点）
が競争環境にある。生産事業者は、生産量に応じ
た負担（ライセンス料）がかかるが、再生材利用
に応じて負担が軽減される。効率化によるコスト
削減や再生材利用のインセンティブの仕掛けが制
度システムに組み込まれている。新しい包装規則
（PPWR）によりリサイクル設計へのインセン
ティブ付与

＋リサイクル費用

－再生材売却収入

左図は費用負担構造であり、トータルのコスト構
造の意味では、再生材の売却益とリサイクル費用
がバランスしている部分が他にある（点線部分）
ドイツでは、再生材価格がバージン材の倍近く高
いとの情報もあり、リサイクル費用全体は高いが
再生材売却益でバランスしている



ブランド・プロ
ダクトオーナー

コンパウンダー

素材別（2次）
リサイクラー

１次リサイクラー
（ソーティングセンター）

中継基地＆輸送

分別回収輸送 地域事業者

廃棄物処理事業者
＝DSD事業者
（Prezero Dual

 in Prezero）

EPR特定事業者
（Schwartz）

ブランドオーナー
企業グループ

クローズドループリサイクルの垂直統合型
企業モデル（ドイツSchwarzグループ）

廃棄物

資源（有価物）

DSD事業者との委託契約

その他EPR
特定事業者

ライセンス料
（包装規則に基
づきリサイクル
設計も加味）



日欧比較から見るサーキュラーエコノミー
推進拠点形成のポイント

➢出口の高付加価値化

➢コスト効率化に向けた量の集約確保、自動化・無人
化

➢高精度分離プロセスが連携する複層的リソーシング
ネットワーク

➢プロダクトオーナーの静脈システムへのコミットメ
ント（垂直統合型企業モデル：例ドイツSchwarz）

➢適切な自由競争と誘導するためのルールメイキング



34出典：環境省Ｒ８年度概算要求資料：再資源化事業高度化のための人材育成・確保事業



廃棄物処理・資源循環業界に期待される
展開と経営人材の強化

35

サーキュラーエコノミーに向けた国家戦略と政策
国の積極的な財政支援：GX資金など

廃棄物処理業界の成長・展開：同種業態でのM＆Aによる拡大、市場エリ
ア・異種業態補完型の協業体制、一廃・産廃統合処理、地域内バリュー
チェーン構築等のパターン⇒ 動静脈連携、ブランドオーナーコミット
型への期待

サーキュラーエコノミー時代の大きな変革期において、イノベーション
を生み出す経営人材基盤の強化が必要

学びの場（国・地方自治体・産業界・学界の協力による体系的な職業人
育成システムの再構築）、オープンな同業・異業種の交流機会（セレン
ディピティ創出）、経営能力のある人材の移動（例：地域企業経営人材
マッチング促進事業「レビキャリ」）など
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結びにあたってのメッセージ

国立環境研究所 資源循環領域
フェロー 大迫 政浩

Contact.  mosako@nies.go.jp

ご静聴有難うございました。

サーキュラーエコノミー時代の
大きな転換期において、技術シ
ステム、社会システム、そして
人材のイノベーションが必要

mailto:mosako@nies.go.jp
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